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はじめに

　カナダでは、州の事実審裁判所（trial courts）や州の最上級裁判所と
しての上訴裁判所のような固有の管轄権をもつ州の上位裁判所
（superior courts）1による連邦法や州法を違憲と宣言する判決（以下「違
憲宣言判決」）の効力の問題は、最近まで、ほとんど議論がなく、その
効力は必ずしも明らかではなかった2。しかし、近年、当該問題が裁判で
正面から争われたため、カナダ最高裁や州の上位裁判所による違憲宣言
判決の効力に関し、以下のような多様な論点が、裁判例・学説等におい
て活発に議論された。すなわち、裁判所による違憲宣言判決には、訴訟
当事者に対するいわゆる個別的効力のほかに、いわゆる一般的または対
世的な効力があることを前提に、（ １ ）カナダ最高裁による違憲宣言判
決に関しては、①一般的効力の根拠は何か（憲法の最高法規規定3か、
先例拘束性の原理（stare decisis）か）、②違憲と宣言された制定法を法
令集から取り除く効力は認められるのか等が、そして、（ ２ ）州の上位
裁判所による違憲宣言判決に関しては、上記（ １ ）の①、②に加えて、
③ １ つの州の上位裁判所による違憲宣言判決がもつ一般的効力に地理的
制限はあるのか（当該効力は州内にのみ及ぶのか、カナダ全土に及ぶの
か）等が自覚的に議論された。また、（ ３ ）遡及効のあり方や、（ ４ ）将
来効の可否等は従来から議論されている4。
　上記（ ２ ）の論点に関しては、後述するように、州の上位裁判所の判
断や学説等は大きく ２ つに分かれていた。すなわち、（ⅰ）州の上位裁
判所による違憲宣言判決は、1982年憲法52条 １ 項（憲法の最高法規規定）

1 カナダの裁判所制度については、松井茂記『カナダの憲法』（岩波書店、2012年）
63-87頁、佐々木雅寿「カナダにおける違憲審査制度の特徴（上）」北大法学論
集39巻 ２ 号79頁（1988年）139-160頁等参照。
2 Paul Daly, Jeremy Opolsky, Jake Babad, Julie Lowenstein, “The Effect of 
Declarations of Unconstitutionality in Canada” (2021) 42 NJCL 25 at 26.
3 1982年憲法52条 １ 項：カナダ憲法は、カナダの最高法規であって、憲法の規
定に反するいかなる法も、その抵触する範囲において効力を有しない。
4 See P. W. Hogg & W. K. Wright, Constitutional Law of Canada, vol. 1 & 2, 
5th ed. Supplemented (Carswell, 2007) at Chapter 58.
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を根拠に、違憲とされた制定法を無効とし、法令集から削除する効力を
有し、その効力はカナダ全土に及ぶという立場と、（ⅱ）当該違憲宣言
判決の効力は、先例拘束性の原理の通常のルールによって決まり、違憲
と宣言された制定法を無効とするが、制定法を法令集から削除する効力
はなく、その判決の効力は当該州内にのみ及ぶという考えである。その
ような議論状況のなか、2022年、カナダ最高裁は、R. v. Sullivan判決
（以下「Sullivan判決」）5において、全員一致の意見で、違憲宣言判決が
もつ一般的効力について、先例拘束性の原理を水平的先例拘束性の原理
（horizontal stare decisis）と垂直的先例拘束性の原理（vertical stare 
decisis）とに分け、また、カナダ最高裁と州の上位裁判所とを区別して
説明し、これまで必ずしも十分に明らかにされていなかった上記（ １ ）
と（ ２ ）の各論点について、カナダ最高裁の立場を明確にした。
　本稿は、2022年Sullivan判決の内容を比較的詳細に説明し（Ⅰ）、カ
ナダにおける先例拘束性の原理の内容を確認し（Ⅱ）、違憲宣言判決の
効力に関する判例と学説とを説明することにより（Ⅲ）、カナダにおけ
る違憲宣言判決の効力を検討すること（Ⅳ）を目的とする。

Ⅰ　2022年 Sullivan 判決

１ 　主要な争点
　Sullivan 判決は、 ２ つの異なる刑事事件に関するカナダ最高裁の判決
である。 ２ つの刑事事件の被告人（SullivanとChan）はそれぞれ、薬物
の過量摂取により、通常ではない精神状態で他人を殺傷した。刑法33.1
条は、一定の場合、自ら招いた中毒による無意識行動に関してコモン・
ロー上認められていた防御方法を援用することを制限していたため、 ２
人の被告人はそれぞれ事実審裁判で有罪となった。Chanは、事実審裁
判で、刑法33.1条の合憲性を争ったが認められなかった。
　上訴裁判所は、 ２ 人の上訴を同時に審理し、刑法33.1条が人権憲章 ７ 条6

5 R. v. Sullivan, [2022] 1 S.C.R. 460.
6  ７ 条：何人も、生命、自由および身体の安全に対する権利を有し、基本的正
義の原理に基づかなければこれらの権利を奪われない権利を有する。
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と11条（d）号7に違反し、人権憲章 １ 条8で正当化することはできないか
ら違憲と判示し、Sullivanを無罪とし、Chanには新しい事実審理を命じ
た。検察官が ２ 人に関してカナダ最高裁に上訴した。
　カナダ最高裁は、Sullivan判決と同じ日に、R. v. Brown判決9を示し、
刑法33.1条が人権憲章 ７ 条と11条（d）号に違反し、人権憲章 １ 条で正当
化することはできないため、1982年憲法52条 １ 項により、刑法33.1条は
違憲で、効力を有さないと宣言すべきであると判示した。
　カナダ最高裁は、Sullivan判決で、R. v. Brown判決の違憲の結論は、
本件にも適用可能であると説示した。そのため、Sullivan判決において
は、1982年憲法52条 １ 項に基づいて制定法を違憲とする州の上位裁判所
の宣言は、どのような根拠で、同じレベルの州裁判所を拘束するのか、
が主要な争点となった10。

２ 　主要な争点に対する下級裁判所の判断
（ １ �）事実審理前の違憲の申立て（2018 ONSC 3849, 365 C.C.C. (3d) 

376 (Boswell J.)）11

　Chan は、事実審理前の申立てにおいて、自分が裁判を受けている裁
判所は以前に刑法33.1条を違憲と判示しているから（R. v. Dunn (1999), 
28 C.R. (5th) 295 (Ont. C.J. (Gen. Div.)), R. v. Fleming, 2010 ONSC 
8022.）、自分の裁判を担当している事実審裁判官は当該違憲判決に拘束
されると主張した。
　それに対し事実審裁判所のBoswell裁判官は、水平的先例拘束性の原

7 11条：犯罪の嫌疑で告発または起訴された者は、次の各号に掲げる権利を有
する。
　（d）独立かつ公平な裁判所による、公正かつ公開の審理において、法に従い
有罪が立証されるまで、無罪の推定を受ける権利
8  １ 条：「権利および自由に関するカナダ憲章」は、法で定められ、自由で民主
的な社会において明確に正当化することができる合理的制約にのみ服すること
を条件に、この憲章で規定する権利および自由を保障する。
9 R. v. Brown, [2022] 1 S.C.R. 374.
10 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 32-33.
11 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 17-19.
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理に基づいて、同じ州の上位裁判所の他の裁判官が示した刑法33.1条を
違憲と宣言する判決に自分は拘束されるのか否かを検討し、以下の理由
で拘束されないと判示した。すなわち、①同じレベルの裁判所が示した
判決は、その判断と異なる判断を示すべき説得的な（cogent）理由がな
い場合には従われるべきであり、以前の判断が明白な誤り（plainly 
wrong）でないのであれば、裁判所はその判断に拘束される、②刑法
33.1条の合憲性に関する裁判所の判断は、当該条文が人権憲章 ７ 条と11
条（d）号に違反するという点では一致しているが、人権憲章 １ 条で正当
化されるのか否かの点では判断が分かれているため、そのうちの １ つの
立場に従うべきとは考えられない、③以前の憲法判断は、関連するカナ
ダ 最 高 裁 の2013年Canada (Attorney General) v. Bedford判 決（ 以 下
「Bedford判決」）12が出される前のものである。そして、Boswell裁判官
は、刑法33.1条は、人権憲章 ７ 条と11条（d）号に違反するが、人権憲章
１ 条で正当化されるから、合憲であると判示した。

（ ２ �）違憲の争点の再審理請求（2019 ONSC 783, 428 C.R.R. (2d) 81 
(Boswell J.)）13

　Chanは、事実審裁判所で有罪判決を受けた後、以下の主張に基づいて、
違憲の争点の再審理を請求した。すなわち、①2018年R. v. McCaw判決
（以下「McCaw判決」）14は、改めて、刑法33.1条を違憲と判示したため、
当該違憲の争点を再検討する必要がある、②McCaw判決において、
Spies裁判官は、1999年の上記R. v. Dunn判決に拘束されると説示した
が、その際、ひとたび制定法の条項が違憲と宣言されれば、1982年憲法
52条 １ 項の作用（operation）により、また、カナダ最高裁の2008年R. v. 
Ferguson判決（以下「Ferguson判決」）15が指示したように、当該条項は、
将来発生するすべての事案において、無効（invalid）となり、「法令集
から取り除かれる（off the books）」と説示し、裁判官は、同じレベル

12 Canada (Attorney General) v. Bedford, [2013] 3 S.C.R.1101.
13 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 23-25.
14 R. v. McCaw, 2018 ONSC 3464, 48 C.R. (7th) 359.
15 R. v. Ferguson, [2008] 1 S.C.R. 96.
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の裁判所による違憲宣言判決に拘束されるとの立場を示した、③した
がって、Chanの事件を判断した事実審裁判官も、1999年の上記R. v. 
Dunn判決に拘束されていた。
　これに対しBoswell裁判官は、以下の理由で違憲の争点の再審理請求
を退けた。すなわち、（ⅰ）McCaw判決は法を正しく説明していない、（ⅱ）
水平的先例拘束性の原理の適切な理解によると、裁判所の礼譲（judicial 
comity）として、同じレベルの裁判所が示した直接関連する判決は、そ
れと異なる判断を示すべきやむにやまれざる（compelling）理由がない
場合には従われるべきであるが、以前の判断が明白な誤りであれば、裁
判所はその判断に拘束されない、（ⅲ）McCaw判決は、カナダ最高裁の
上記Ferguson判決でMcLachlin長官が、違憲の法は「実質的に、法令集
から取り除かれる（effectively removed from the statute books）」と説
示したことを誤解している、（ⅳ）同じレベルの裁判所の裁判官は1982
年憲法52条 １ 項に基づいてある規定を違憲とする同じレベルの裁判所の
判決を審査したり再検討することはできないとする見解を、McLachlin
長官は述べてはいない、（ⅴ）Ferguson判決は水平的先例拘束性の原理
とは関係ない、（ⅵ）Ferguson判決は、違憲宣言の対世的な性格（erga 
omnes (“against all” or, as is sometimes said, “against the world”) 
character）を承認しているが、その効力を同じレベルの裁判所には及
ぼしていない、（ⅶ）以前の判断に明白な誤りがあるのか否か、その誤
りを正す顕著な（salient）理由があるのか否かという問題は残る、（ⅷ）
上記R. v. Dunn判決に関しては、当該先例と異なる判断を下す十分な理
由がある。

（ ３ �）オンタリオ州上訴裁判所の判断（2020 ONCA 333, 151 O.R. (3d) 
353 (Paciocco J.A., Watt J.A. concurring; Lauwers J.A. concurring 
in the result)）16

　主要な争点に関するPaciocco裁判官の意見は以下のとおりである。す
なわち、①第 １ 審の上位裁判所が、同じ裁判所が過去に示した違憲宣言
判決に従うべきかどうかを判断する場合、先例拘束性の原理の通常の

16 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 26-31.
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ルールが適用される、②検察の上訴が成功しない限り、違憲宣言は上位
裁判所の他の裁判官を拘束するという主張の根拠とされるカナダ最高裁
の一連の判決（Nova Scotia (Workers’ Compensation Board) v. Martin, 
[2003] 2 S.C.R. 504; Canada (Attorney General) v. Hislop, [2007] 1 S.C.R. 
429; and R. v. Ferguson, [2008] 1 S.C.R. 96.）は、憲法に違反する規定は、
将来発生するすべての事案において、制定当初から無効（invalid）であ
り、「実質的に、法令集から取り除かれる」という趣旨の説示をしてい
るが、この説示は、最上級裁判所であるカナダ最高裁が示す1982年憲法
52条 １ 項に基づく違憲宣言の効力を説明しているのであり、下級裁判所
（lower courts）による違憲宣言判決に関するものではなく、また、先
例拘束性の原理を一般的に排除するものでもない、③仮に1982年憲法52
条 １ 項に基づくすべての違憲宣言判決が拘束力をもつと仮定すれば、正
確性（accuracy）が損なわれる、④以前の判決が明白に誤りではない場
合、以前の判決に従うべきである。

３ 　カナダ最高裁における当事者と訴訟参加人の主張
（ １ ）Sullivan と訴訟参加人の主張17

　Sullivanは、①同じレベルの裁判所が1982年憲法52条 １ 項に基づいて
違憲宣言判決を出した場合、違憲と宣言された法は将来のすべての事案
において無効となる、②上位裁判所は、1982年憲法52条 １ 項に基づいて
違憲宣言を出す場合、当該法が違憲であることを発見する（discovers）
に過ぎず、1982年憲法52条 １ 項の作用により当該法の効力が失われる、
③カナダ最高裁は、一連の判決で、1982年憲法52条 １ 項に基づく宣言は、
法を「無効（null and void）」とし、それは「将来のすべての事案」に
適用され、違憲と宣言された法は「実質的に、法令集から取り除かれる」
ため強制することができない、と説示している、④上位裁判所が1982年
憲法52条 １ 項に基づいて違憲宣言判決を示した場合、当該規定は将来的
にまた遡及的に無効となる、と主張した。
　複数の訴訟参加人は、⑤上位裁判所による1982年憲法52条 １ 項に基づ
く違憲宣言は、その性質上、訴訟当事者を超えてすべてのカナダ人に対

17 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 37-38.
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する一般的な効力（universal effect）をもち、カナダ全土の裁判所を拘
束する、⑥1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言の効力は憲法から与え
られているのであり、ある法が無効と宣言された後に政府がその合憲性
を改めて訴訟で争うことを認めることは、憲法の救済制度に反する、⑦
この問題に、先例拘束性の原理に関するルールが適用されるとすれば、
法の支配が害され、重大な予測不可能性が発生する危険性がある、と主
張した。

（ ２ ）検察と訴訟参加人の主張18

　検察官は、①1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言は、その性質上、
対世的な性格（erga omnes in nature）を有するが、当該宣言は、必ず
しも、同じレベルの裁判所によって判断される将来のすべての事案にお
いて権威ある先例とはならず、カナダ全土において拘束性を有するわけ
でもない、②Sullivanの主張は、合憲性に関する誤った判断に拘束性を
認めることによって法の支配を危うくする、③先例拘束性の原理は、終
局性と正確性とを調整する際に必要とされる柔軟性を提供する、と主張
した。
　訴訟参加したカナダや州の法務総裁は、④1982年憲法52条 １ 項に基づ
く違憲宣言は、明らかで決定的な誤り（palpable and overriding error）
がある場合、または、カナダ最高裁の2013年Bedford判決19が示した基
準を満たした場合においてのみ、再検討されるべきである（ブリティッ
シ ュ・ コ ロ ン ビ ア 州 ）、 ⑤ 明 ら か な 誤 り の 基 準（”plainly wrong” 
standard）は修正されるべきで、新しい法律問題が存在するか、または、
事情や証拠の変更により著しく異なる状況となる場合においてのみ、過
去の判断と異なる判断が許される（ケベック州）、⑥下級裁判所の間で
異なる判断が示された状況では、熟慮のうえの判断が示される可能性が
高まり、それに基づいて上訴裁判所が独自の判断を下すことが可能とな
る（カナダ）、と主張した。

18 R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 41-42.
19 Canada (Attorney General) v. Bedford, supra note 12.
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４ 　カナダ最高裁全員一致の判断
　以下では、Kasirer裁判官による全員一致の意見の内容を概説する。
（ １ ）結論
　①州の上位裁判所による違憲宣言がもつ当該州内の効力に関しては、
先例拘束性の原理と裁判所の礼譲（judicial comity）に関する通常のルー
ルが適用される（para. 34.）、②事実審裁判官は、同じレベルの裁判所
による1982年憲法52条 １ 項に基づく過去の違憲宣言に厳格には拘束され
ない、③1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言は、本件では人権憲章適
合性の問題という法律問題を判断する裁判所の通常の責務を反映してい
る、④法律問題は、裁判所の責務の実施を規制する通常のルールと慣例
（conventions）によって規律される（para. 43.）、⑤1982年憲法52条 １
項に基づく裁判所による違憲宣言が同一州内の同じレベルの裁判所に対
してどのような影響を与えるのかは、通常の先例拘束性の原理が規律す
る、⑥上位裁判所が、同じレベルの裁判所の過去の判断と異なる判断を
示すことができるか否かは、過去の判断が「明白な誤り」であるという
基準で判断するのではない、⑦1954年のブリティッシュ・コロンビア州
最高裁判所のRe Hansard Spruce Mills判決（以下「Spruce Mills判決」）20 
で示された １ つまたは複数の例外がない場合、第 １ 審の上位裁判所裁判
官は、憲法問題を含むすべての法律問題に関する同じ裁判所が示した過
去の判断に従うべきである（para. 44.）。

（ ２ �）1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言は法律問題を判断する裁判
所の権限行使を反映している

　第 １ に、①法が憲法に違反し、効力を有さないと宣言する時、裁判官
は、法律問題を判断する通常の司法権（ordinary judicial power）を行
使している、②司法権の性質を前提にすると、裁判官が1982年憲法52条
１ 項に基づいて法の合憲性を審査する時、裁判官は、文字通りの意味で
「立法を取り消す（strike down legislation）」ことはできない、③違憲
宣言の効力により問題の法は法令集から取り除かれるという主張は、裁
判官の権限を誤解している、④わが国の法では、法を法令集から取り除

20 Re Hansard Spruce Mills, [1954] 4 D.L.R. 590.
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きまたは法を修正する権限は、裁判官ではなく、立法府が保持している、
⑤違憲審査は、法的ルールを表現する成文法の文言に関するものではな
く、文言が表現する法的ルールに関するものである（para. 45.）、⑥本
件で問題となっている刑法33.1条を違憲とする宣言は、当該条文を廃棄
する（annul）のではなく、効力が無い（inopérante）と宣言するので
ある（para. 46.）。
　第 ２ に、⑦管轄権を有する裁判官に1982年憲法52条 １ 項に基づいて違
憲宣言を出す権限を付与することは、憲法問題を含む通常の法律問題を
判断することを裁判所に要請している、⑧1982年憲法52条 １ 項のもと、
裁判所が、問題の法が「憲法の規定に反する」か、また、違反する場合
「その抵触する範囲」を判断する時、裁判所は、法と憲法を解釈してい
る（para. 47.）、⑨最高法規規定（1982年憲法52条 １ 項）は、憲法秩序
における法の上下関係に言及している、⑩上位裁判所は、この法の上下
関係に従って、ある規定が憲法に違反するか否かを判断する権限を与え
られている、⑪これらの憲法問題は、憲法以外の法律問題と違いはない、
⑫立法の違憲審査は、法律問題の判断という通常の裁判所の責務である
ため、違憲宣言の法的効力も先例拘束性の原理の通常のルールによって
規律されるべきである、⑬違憲宣言は、問題の規定が憲法に違反し、効
力をもたないと決定することによって、合憲性の推定を否定する、⑭違
憲宣言は制定法の文言を変更しない（para.48.）。
　⑮以下では、1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言が、訴訟当事者を
超えた法的性質と効力をもつことを説明する（para.49.）。

（ ３ ）先例拘束性の原理が違憲宣言を規律する
　第 １ に、被告人Sullivanの主張が、違憲と宣言された法は「実質的に、
法令集から取り除かれる」というカナダ最高裁の2008年Ferguson判決21

の説示を根拠としていることに対する反論として、①法律問題に対する
宣言は、対世的な拘束力を有するが（binding erga omnes）、それは、
先例拘束性の原理に関する通常のルールに従った先例としてであり、違
憲と宣言された法が法令集から実際に取り除かれたからではない、②裁

21 R. v. Ferguson, supra note 15.
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判官は法を法令集から取り除く権限をもたない（para.53.）、③Ferguson
判決は有用な比喩的表現を用いたのであって、文字通りに理解するべき
ではない、④1982年憲法52条 １ 項に基づいて法が効力を失うためには、
法を違憲と宣言する司法権の行使が必要である、⑤上位裁判所による
1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言が他の裁判所を拘束し、当該宣言
が先例に関する法の制限内にある場合、違憲と宣言された法は将来のす
べての事案において効力をもたない、⑥カナダ最高裁の他の判決におい
て、制定法の文言を「取り除く（strike down）」、「分離する（severing）」
という文言を用いている部分は、同様に、比喩的な表現として理解され
るべきで、それらの説示は、1982年憲法52条 １ 項に基づいて成文法の文
言を効力が無いから適用できない（inoperative）とするのみで、文字通
り、成文法の文言を修正したり、廃止したりするのではない（para.54.）、
⑦カナダ最高裁の2003年Nova Scotia (Workers’ Compensation Board) v. 
Martin判決（以下「Martin判決」）22が示した、「人権憲章に違反する規
定の無効性は、当該規定が裁判所によって違憲と宣言された事実から生
じるのではなく、52条 １ 項の作用（operation）によって生じる」とい
う原理も全体の文脈の中で理解される必要があり、Gonthier裁判官は、
行政審判所ではなく、上位裁判所による正式の違憲宣言がある場合にの
み、訴訟当事者は、将来のすべての事案において、当該規定の一般的な
無効性を立証できると説示した、⑧先例拘束性の原理は、上位裁判所に
よる違憲宣言の効力として、訴訟当事者以外の者に対して、少なくとも、
当該州内における対世的効力を、先例拘束性の原理の制限に従いつつ、
及ぼす、⑨本件の主要な争点は、上位裁判所による違憲宣言判決の拘束
性に関係している（para.55.）、⑩上位裁判所の裁判官は、水平的先例拘
束性の原理に基づいて、先例に従わなければならず、同一州内の同じレ
ベルの裁判所が示した先例は、水平的先例拘束性の原理の例外が証明さ
れない限り、裁判所の礼譲として拘束性がある（para.57.）。
　第 ２ に、オンタリオ州上訴裁判所のPaciocco裁判官が示した、カナダ
最高裁はカナダの最上級裁判所であるから違憲の法を法令集から取り除
く特別の権限を付与されているという理解への反論として、⑪カナダ最

22 Nova Scotia (Workers’ Compensation Board) v. Martin, [2003] 2 S.C.R. 504.
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高裁の裁判官は、裁判官であり、立法者ではない、⑫カナダ最高裁によ
る1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言が、他の裁判所の裁判官による
違憲宣言と質的に異なる効力をもつとすれば、それは垂直的先例拘束性
の原理（他の裁判所は、より上級の裁判所による先例に従わなければな
らないという考え）がその理由であり、憲法がカナダ最高裁の裁判官に
司法権とは異なる権限を付与したからではない（para.59.）。

（ ４ ）連邦制と法の支配の役割
①　憲法の最高法規性と他の憲法上の原理との調整
　①憲法の最高法規性の原理は、1982年憲法52条 １ 項の分析において、
他の憲法上の原理を排除することはできず、1982年憲法52条 １ 項はすべ
ての憲法上の原理を考慮して解釈されなければならない、②違憲宣言は、
一般的に遡及的であり、違憲の法は制定当時から違憲であるという考え
と整合的であるが、他の憲法上の原理が、純粋に将来効のみの違憲宣言
や無効性の一時的停止を要請するかもしれない、③同様に、上位裁判所
による1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言の法的効力は、憲法の最高
法規性、法の支配、連邦制との関係で確定されなければならない
（para.60.）。

②　連邦制の役割
　①従来、憲法の基本的構成規範として、連邦制、民主主義、立憲主義、
法の支配、少数者の尊重があげられてきたが、1982年憲法52条 １ 項との
関係で特に重要なのは、憲法の最高法規性の原理は連邦制と法の支配と
の間で調整が必要であるということである、②1867年憲法96条23は、州
の上位裁判所の権限は当該州内にのみ及ぶため、 １ つの州の裁判所は他
の州の裁判所の判断に拘束されないことを示している（para.61.）、③連
邦制は、 １ つの州内で発せられた1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言
がカナダ全土で拘束力をもつことを妨げる（para.62.）、④違憲の規定は、

23 96条：総督は、ノヴァ・スコシアおよびニュー・ブランズウィックにおけ
る検認裁判所の裁判官を除き、各州における上位裁判所、地方裁判所および県
裁判所の裁判官を任命する。
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裁判官に違憲と判断されたことによって、無効で存在しないもの（null 
and void）となるのではなく、効力が無いから適用できない（inoperative）
ものとなる、⑤当該違憲の判断は、その判断と異なる判断をすべき確か
な（valid）理由がない限り、当該州内において拘束力をもつが、裁判
所は、同一州内の同じレベルの裁判所の判断に、絶対的に拘束されては
いない、⑥ １ つの州の上位裁判所による違憲宣言は、それに説得力があ
れば、他の州の裁判所でも従われるかもしれない、⑦1982年憲法52条 １
項に基づく違憲宣言は、同一州内の同じレベルの裁判所によって、先例
拘束性の原理の問題として理解されるべきである（para.63.）。

③　法の支配の役割
　①違憲宣言を出す時、裁判所は、先例拘束性の原理のルールが課す制
限を超える追加的な権限をもたない、②先例は、裁判官に対し、過去の
裁判所による判断とその判決理由（ratio decidendi）を検討して、当該
判決理由に拘束性があるか、事案を区別することができるか、もし拘束
性があるのであれば、先例は従われるべきか、異なる判断をすべきかを決
定することを要請する、③先例を遵守することは、一貫性（consistency）、
確実性（certainty）、公正性（fairness）、予測可能性（predictability）
そして適切な司法運営（sound judicial administration）といった法の支
配の基礎的な価値を促進し、裁判官が、個人的な好みや直観ではなく、
共有された一般的な規範に基づいて事案を判断することに役立つ、④法
の支配は、憲法上の地位をもち、人権憲章の前文にも明記され、カナダ
の統治制度に深く根差している（para.64.）。

④　先例拘束性の原理
　①水平的先例拘束性の原理は、同一州内の同じレベルの裁判所に適用
され、また、同原理は、裁判所の判断に拘束性がある場合、他の法的争
点に対する裁判所の判断と同様に、立法の合憲性に関する判断にも適用
される、②垂直的先例拘束性の原理と同様の厳格な拘束性ではないが、
同じ裁判所の判断は、裁判所の礼譲として従われるべきである、③いか
なる裁判所の憲法に関する判断も、垂直的先例拘束性の原理によって、
それよりも下級の裁判所を拘束する（para.65.）、④先例拘束性の原理は、
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予測可能性、社会状況の変化との整合性、正確さの必要性との間で調整
を行うという重要な利益を憲法裁判にもたらす、⑤水平的先例拘束性の
原理は、安定性と予測可能性と、正確さと法の秩序ある発展との間で調
整を行う試みである（para.66.）。

⑤　先例拘束性の原理と既判事項（res judicata）
　①先例拘束性の原理の裏付けとなる理論がなければ、既判事項のみで
は、1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言の分析に有用ではない、②既
判事項は、一度争われた事実問題と事実と法の混合問題を再度訴訟提起
することを禁じている、③訴訟原因と争点の禁反言という既判事項の ２
つの要請は、訴訟当事者と事実が異なるため、ある規定の合憲性を再度
訴訟で争う事案には、適用されない（para.67.）、④先例拘束性の原理は、
法に関する争点の再度の訴訟提起に対してより効果的な防御となるた
め、憲法上の争点に関する訴訟に適用するにはより適切な枠組みであり、
既判事項は、事実に関する争点の再度の訴訟提起に対して防御となる
（para.68.）。

（ ５ ）水平的先例拘束性の原理の適切な適用方法
　①水平的先例拘束性の原理は、同じレベルの裁判所の判断に適用され
る、②第 １ 審の上位裁判所に対する水平的先例拘束性の原理の適用に関
する判断枠組みは、1954年のブリティッシュ・コロンビア州最高裁判所
のSpruce Mills判決24が示した（para.73.）、③Spruce Mills判決は多くの
判決で従われているものの、先例と異なる判断が許される場合を確定す
るための様々な基準（「明白な誤り（plainly wrong）」、「適正な理由（good 
reason）」、「異例の状況（extraordinary circumstances）」）も示されて
きた、④上記③の様々な基準はもはや使用されるべきではない
（para.74.）、⑤裁判官は同僚裁判官の判断を礼儀と熟慮をもって扱うと
いう裁判所の礼譲の原理と、先例拘束性の原理を支える法の支配の原理
は、Spruce Mills基準が満たされない場合、先例は従われるべきことを
意味する、⑥Spruce Mills基準は、確実性、正確性と法の公平な発展と

24 Re Hansard Spruce Mills, supra note 20.
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いう対立する要請を適切に調整する、⑦事実審裁判所が、同じレベルの
裁判所が示した拘束力ある判断と異なる判断を示すことが許されるのは
以下の ３ つの限定的な状況においてのみである、すなわち、（ⅰ）以前
の判断が示した理由づけがその後の上訴裁判所の判断によって弱められ
た（undermined）場合（以前の判断がより上級の裁判所によって破棄
された場合や、以前の判断がより上級の裁判所の判断と両立しない場
合）、（ⅱ）以前の判断に過失（per incuriam）（不注意や間違い）があ
る場合（直接関連する制定法や拘束性のある先例を考慮しなかった場
合）、（ⅲ）以前の判断が十分な考慮を欠く場合（例えば、緊急の場合）
（即座の判断が求められて、先例を十分に検討する機会がもてない場合）
（paras.75-78.）、⑧これら ３ つの基準は、第 １ 審の上位裁判所が、同じ
レベルの裁判所が示した拘束性のある判決と異なる判断を示すことが許
される場合を明確にし、同基準は、立法の合憲性に関する以前の判断に
も同様に適用される、⑨裁判官の前に立法の合憲性に関する相対立する
先例がある場合、裁判官は、上記 ３ つの基準が満たされない場合、最も
新しい先例に従わなければならない（para.79.）、⑩上記 ３ つの基準は、
下級裁判所が垂直的な拘束力のある先例と異なる判断を示すことが許さ
れる限定的な場合を説明しているBedford判決25の重要性を減じるもの
ではない（para.80.）、⑪以上をまとめると、（ⅰ）裁判所は、裁判所の
礼譲の原理と水平的先例拘束性の原理によって、同一州内の同じ裁判所
の拘束力のある先例に従うことが求められている、（ⅱ）以前の判断は、
事実に基づいて事案を区別することができる場合、裁判所が以前の判断
の存在を知ることができる実際上の方法がない場合、拘束力をもたない
かもしれない、（ⅲ）以前の判断に拘束力がある場合、事実審裁判所は、
Spruce Mills判決が示す １ つまたはそれ以上の例外に該当する場合にお
いてのみ、先例と異なる判断を示すことが許される（para.86.）。

（ ６ ）小括
　以上をまとめると以下のようになる。
　第 １ に、裁判所が行使する違憲審査権については、①憲法問題の判断

25 Canada (Attorney General) v. Bedford, supra note 12.
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は、他の法律問題の判断と同様の通常の司法権の行使であり、違憲宣言
判決は通常の司法権の行使である、②裁判官には、違憲と判断された法
を法令集から取り除くまたは法を修正する権限はなく、当該権限を有す
るのは立法府である、③違憲審査は、法的ルールを表現する成文法の文
言に関するものではなく、文言が表現する法的ルールに関するものであ
る、④1982年憲法52条 １ 項に基づいて法が効力を失うためには、法を違
憲と宣言する司法権の行使が必要である、⑤違憲宣言判決の法的効力は
先例拘束性の原理の通常のルールによって規律される。
　第 ２ に、州の上位裁判所による違憲宣言判決の効力について、⑥法律
問題に対する宣言は、対世的な拘束力を有するが、それは、先例拘束性
の原理に関する通常のルールに従った先例としての拘束力であり、違憲
と宣言された法が法令集から実際に取り除かれるからではない、⑦先例
拘束性の原理は、州の上位裁判所による違憲宣言の対世的効力を当該州
内に及ぼす、⑧上位裁判所の裁判官は、水平的先例拘束性の原理に基づ
いて、先例に従わなければならず、同一州内の同じレベルの裁判所が示
した先例は、水平的先例拘束性の原理の例外が証明されない限り、拘束
力がある。
　第 ３ に、カナダ最高裁による違憲宣言判決の効力について、⑨先例拘
束性の原理に関する通常のルールに従った先例として対世的な拘束力を
有する、⑩カナダ最高裁による違憲宣言判決が、他の裁判所による違憲
宣言判決と質的に異なる効力をもつとすれば、それは垂直的先例拘束性
の原理がその理由であり、憲法がカナダ最高裁の裁判官に司法権とは異
なる権限を付与したからではない、⑪カナダ最高裁の裁判官は、立法者
ではないため、違憲と判断された法を法令集から取り除く権限をもたな
い、⑫カナダ最高裁によって違憲と判断された規定は、無効で存在しな
いもの（null and void）となるのではなく、効力が無いから適用できな
い（inoperative）ものとなる、⑬カナダ最高裁の他の判決において、制
定法の文言を「取り除く（strike down）」、「分離する（severing）」と
いう文言を用いている説示は、比喩的な表現で、文字通り、成文法の文
言を修正したり、廃止したりするのではない。
　第 ４ に、先例拘束性の原理について、⑭先例を遵守することは、一貫
性、確実性、公正性、予測可能性そして適切な司法運営といった法の支
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配の基礎的な価値を促進し、裁判官が、個人的な好みや直観ではなく、
共有された一般的な規範に基づいて事案を判断することに役立つ、⑮先
例拘束性の原理は、予測可能性、社会状況の変化との整合性、正確さの
必要性との間で調整を行うという重要な利益を憲法裁判にもたらす、⑯
水平的先例拘束性の原理は、安定性と予測可能性と、正確性と法の秩序
ある発展との間で調整を行う試みである、⑰水平的先例拘束性の原理は、
同一州内の同じレベルの裁判所に適用され、また、同原理は、裁判所の
判断に拘束力がある場合、立法の合憲性に関する判断にも適用される、
⑱水平的先例拘束性の原理には、垂直的先例拘束性の原理と同様の厳格
な拘束性はない、⑲裁判所は、裁判所の礼譲の原理と水平的先例拘束性
の原理によって、同一州内の同じ裁判所の拘束性がある先例に従うこと
が求められている、⑳以前の判断は、事実に基づいて事案を区別するこ
とができる場合、裁判所が以前の判断の存在を知ることができる実際上
の方法がない場合、拘束性をもたないかもしれない、�以前の判断に拘
束力がある場合、事実審裁判所は、Spruce Mills判決26が示す １ つまた
はそれ以上の例外に該当する場合においてのみ、先例と異なる判断を示
すことが許される、� １ つの州の裁判所は他の州の裁判所の判断に拘束
されないが、 １ つの州の上位裁判所による違憲宣言は、それに説得力が
あれば、他の州の裁判所でも従われるかもしれない、�いかなる裁判所
の憲法に関する判断も、垂直的先例拘束性の原理によって、それよりも
下級の裁判所を拘束する、�下級裁判所が垂直的な拘束力のある先例と
異なる判断を示すことが許される限定的な場合はBedford判決27が示し
ている。

Ⅱ　カナダにおける先例拘束性の原理

１ 　先例拘束性の原理
　カナダの裁判所は、先例拘束性の原理を受け入れている28。先例拘束

26 Re Hansard Spruce Mills, supra note 20.
27 Canada (Attorney General) v. Bedford, supra note 12.
28 Hogg & Wright, supra note 4 at 8-27.
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性の原理の核心は、正義の問題として、類似の事案は同じように判断さ
れるべきであるという考えであり、その背後には、過去の判断との一貫
性と将来に対する確実性は、個々の事案において可能な限り妥当な結果
をもたらすことに優先するという考えがある29。そのため、先例拘束性
の原理には、確実性と結果妥当性との間の緊張関係が組み込まれている
と説明されている30。しかし、カナダ最高裁のRowe 裁判官等は2020年の
論文で、先例拘束性の原理を、正しく理解し、適用すれば、確実性と結
果妥当性という ２ つの目的に寄与することができると指摘する31。
　先例拘束性の原理の根拠として、一般に、一貫性、確実性、予測可能
性、適切な司法運営があげられる32。確実性は法に関することであり、
予測可能性は法適用の結果に関することであり、両者は関連するが、概
念としては別物である。適切な司法運営には、効率性（efficiency）（法
的問題を判断した過去の先例を適用することによる効率性の向上）、謙
虚さ（humility）（自分たちは先人よりも賢くないことを、そして、先
人がどのように過去の事案を判断したのかを知ることにより、自分たち
はより賢くなることができることを知ること）、裁判所の礼譲（同僚裁
判官の判断を礼儀と熟慮を以て扱うこと）が含まれている33。
　しかし、先例拘束性の原理のもとでも、誤りを正す余地を認める必要
性があり、どこかの地点で、確実性と予測可能性の価値が道を譲り、法
の中の誤りを正すことを認めなければならない34。そのため、先例拘束
性の原理の例外（どのような場合に先例と異なる判断をすることが許さ
れるのか）を確定することが重要となる。
　先例拘束性の原理のもとでは、拘束性は判決理由（ratio decidendi）
に認められ、傍論（obiter dicta）には認められない。そのため、判決理

29 R. J. Sharpe, Good Judgment, (University of Toronto Press, 2018) at 146.
30 Malcolm Rowe & Leanna Katz, "A Practical Guide to Stare Decisis" (2020) 
41 Windsor Rev Legal & Soc Issues 1 at 1.
31 Rowe & Katz, supra note 30 at 3.
32 Rowe & Katz, supra note 30 at 3.
33 Rowe & Katz, supra note 30 at 4.
34 Sharpe, supra note 29 at 147.
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由と傍論との区別が重要となるが、その区別は時として困難を伴う35。
　拘束性を有する判決理由の内容は、どのレベルの裁判所が判断したの
かによって異なる。事実審裁判所のような下級裁判所（lower courts）は、
一般的に事案の事実を重視するため、その判決は、事実に即した判断と
して、また、しばしば、法をより広く語ることをしないものとして理解
される。州の最上級裁判所としての上訴裁判所のような中間的上訴裁判
所（intermediate appellate courts）は、法律問題に関する上訴を判断
するが、より一般的には、事案の事実に対する法の適切な適用に関する
上訴を判断する。判決理由は、より広い法的問題に言及する場合がある
が、それは新しい法を作るのではなく、確定した法の適切な適用に関す
るものが多い。中間的上訴裁判所が示した熟慮に基づく判決理由、特に、
法を明確にする意図で法を精査したものは、尊重されるべきものとされ
る。カナダ最高裁の判断は、しばしば、より広い法的問題に対する熟慮
を反映し、事案の事実が要請する範囲を超える法の定式化を行う場合が
ある。カナダ最高裁は、カナダ国内の他の裁判所と比較して、法を作る
役割（law-making role）を担っている。しかしそれは、立法府が法を
制定する意味の立法ではなく、法の意味と運用に関する確定的な説明を
整備するという意味の法を作る役割である。カナダ最高裁の当該説明は、
拘束性を有する先例となり、原則、すべての裁判所を拘束する36。
　先例拘束性の原理には、垂直的先例拘束性の原理と水平的先例拘束性
の原理がある37。カナダでは、前者の原理はかなり厳格なものであるが、
後者の原理は前者ほど厳格ではないと理解されている38。もっとも両者
の原理も、近年、幾分柔軟な運用がされ始めている。以下、それぞれの
内容を概説する。

35 Rowe & Katz, supra note 30 at 7.
36 Rowe & Katz, supra note 30 at 8-9.
37 Rowe & Katz, supra note 30 at 6-7, Sharpe, supra note 29 at 153-154, Hogg 
& Wright, supra note 4 at 8-29, R. v. Sullivan, supra note 5 at paras. 57, 59, 
65-66.
38 R. v. Sullivan, supra note 5 at para. 65.
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２ 　垂直的先例拘束性の原理

（ １ ）原則
　垂直的先例拘束性の原理のもと、下級裁判所は上級裁判所の判断に従
わなければならない。そのため、すべての州の上訴裁判所、その他の州
の上位裁判所、連邦裁判所、州の下位裁判所（inferior courts）は、カ
ナダ最高裁の判断（とカナダ最高裁が覆していない1949年以前の枢密院
司法委員会の判断）に従わなければならない。裁判所は、例外的な場合
を除いて、より上級の裁判所の判断と、自身の過去の判断に拘束され
る39。カナダでは、垂直的先例拘束性の原理には厳格な拘束性が認めら
れる40。
　垂直的先例拘束性の原理は、裁判官に対し、先例に反対の意見をもっ
ていても先例に従うことを命じる。また、上級裁判所は適切な機会があ
れば先例を覆すであろうと予測して、下級裁判所が先例に従わないこと
は、垂直的先例拘束性の原理に反する41。

（ ２ ）例外
　2010年代に入ってカナダ最高裁は、事実審裁判所がより上級の裁判所
の判断と異なる判断を示すことが許される場合について指針を示した。
　2013年Bedford判決42における主要な争点は、売春に関する複数の行
為を禁止する刑法の ３ つの規定が、人権憲章 ２ 条（b）号43、 ７ 条に違反し、
人権憲章 １ 条で正当化することができるか否かであったが、予備的争点
の第 １ は、本件で争点となった ３ つの刑法の規定のうち、 ２ つの規定を
合 憲 と 判 断 し た1990年 の 照 会 事 件 に 対 す る カ ナ ダ 最 高 裁 の 判 断
（Reference re ss. 193 and 195.1 (1)(c) of the Criminal Code (Man.), 

39 Rowe & Katz, supra note 30 at 12-13.
40 Rowe & Katz, supra note 30 at 6.
41 Rowe & Katz, supra note 30 at 13.  See Sharpe, supra note 29 at 167-168.
42 Canada (Attorney General) v. Bedford, supra note 12.
43  ２ 条：何人も、次の各号に掲げる基本的自由を有する。
　（b）出版その他のコミュニケーション媒体の自由を含む、思想、信条、意見
および表現の自由
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[1990] 1 S.C.R. 1123.）は、事実審裁判官とカナダ最高裁を拘束するか否
か、第 ２ は、事実審裁判官の社会的事実と立法事実の認定に対し、どの
程度の敬譲を示すべきかであった。McLachlin長官によるカナダ最高裁
全員一致の意見は、①裁判所が権威のある先例に従い、それを適用する
ことは法が要請しており、それは、コモン・ローが依拠する基礎的な原
理である（para. 38.）、②照会事件における判断は、法的には拘束性が
ないかもしれないが、実際には判例として従われてきた（para. 40.）、
③事実審裁判官は、以前の事案において争点として提起されなかった人
権憲章の条文に基づいた主張を検討し判断することができる。それは、
新しい法的争点を構成する。同様に、法の重要な発展の結果、新しい法
的争点が提起された場合、または、事情や証拠に変更があり、議論の枠
組みが根本的に変わった場合、同じ事項でも再度検討することができる。
（para. 42.）、④先例拘束性というコモン・ローの原理は、憲法より下
位に位置づけられ、先例拘束性の原理は、裁判所が違憲の法を合憲とす
ることを要請することはできない（paras. 43-44.）、⑤下級裁判所には、
拘束力のある先例を無視する権限はなく、先例を再検討することが許さ
れる基準は、簡単にはクリアーできないが、新しい法的争点が提起され
た場合、または、事情や証拠に重要な変更がある場合、先例を再検討す
ることは許される（para. 44.）、⑥最終性（finality）や安定性（stability）
の必要性と、先例を再検討すべき適切な事案の認識との均衡をはかる必
要があり、下級裁判所はそのことについて十分な役割を果たさなければ
ならない（para. 44.）、⑦カナダ最高裁が自身の先例と異なる判断を示
すことができるか否かの問題は、正確性（correctness）と確実性
（certainty）との間の均衡を図ることである（Canada v. Craig, [2012] 
2 S.C.R. 489, at para. 27.）と説示した（para. 47.）。
　2015年Carter v. Canada (Attorney General) 判決（以下「Carter判決」）44

における主要な争点は、医師が援助する自殺を禁止する刑法の規定の合
憲性であったが、カナダ最高裁の全員一致の意見は、（ⅰ）下級裁判所
はより上級の裁判所の判断に従わなければならないという原理は、われ
われの法制度の根本原理であり、それは、確実性を与えつつも、法が緩

44 Carter v. Canada (Attorney General), [2015] 1 S.C.R. 331.
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やかに秩序ある発展をすること認めている、（ⅱ）先例拘束性の原理は、
法を静止させる拘束服ではない、（ⅲ）事実審裁判所は、より上級の裁
判所が示した確定したルールを、以下の ２ つの場合に再検討することが
できる：新しい法的争点が提起された場合、事情や証拠に変更があり、
議論の枠組みが根本的に変わった場合（上記Bedford判決 at para. 42.）
と説示した（para. 44.）。
　2018年R. v. Comeau判決（以下「Comeau判決」）45における主要な争
点は、他州からの酒類の購入等を規制する州法の合憲性であったが、カ
ナダ最高裁全員一致の意見は、（a）カナダ最高裁は、Bedford判決で、
法の重要な発展の結果、新しい法的争点が提起された場合、または、事
情や証拠に変更があり、議論の枠組みが根本的に変わった場合、先例を
再検討することが許されると説示した（para. 29.）、（b）垂直的先例拘
束性の原理に関する新しい証拠に基づく例外は限定的であり、そのこと
はBedford判決でも、下級裁判所には、拘束力のある先例を無視する権
限はなく、先例を再検討することが許される基準は、簡単にはクリアー
することはできないと指摘している（para. 30.）、（c）より上級の裁判
所が示した拘束力のある先例を新しい証拠を用いて覆すためには、当該
新しい証拠は、法律家が争点となっている法的問題をどのように理解す
るのかを根本的に変えるものでなければならず、法律家が同じ法的問題
にどのように答えるのかを変えるかもしれないというだけでは不十分で
ある（para 34.）、と説示した。
　2022年Sullivan判決の全員一致の意見は、同判決が示した水平的先例
拘束性の原理の例外を示す ３ つの基準は、下級裁判所が垂直的な拘束力
のある先例と異なる判断を示すことが許される限定的な場合を説明して
いるBedford判決の重要性を減じるものではない（para.80.）と説示する。
したがって、垂直的先例拘束性の原理の例外に関しては、現在も、
Bedford判決が妥当していると解することができる。
　上記Bedford判決、Carter判決そしてComeau判決は憲法問題が争点
となった事案における垂直的先例拘束性の原理に対する考え方を示して
いる。下級裁判所が先例と異なる判断をすることが許される基準はかな

45 R. v. Comeau, [2018] 1 S.C.R. 342.
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り厳格ではあるが、事情の根本的な変化を示すことができる証拠があれ
ば決して超えることのできないものではない46。
　有力学説等は、このような判例の動向について、カナダ最高裁は、か
つて、水平的先例拘束性の原理と比較して、垂直的先例拘束性の原理に
関しより厳格なルールを強く要請していたが、現在は、下級裁判所がカ
ナダ最高裁の先例と異なる判断を示すことが許される十分な余地を認め
ていると評する47。

（ ３ ）垂直的先例拘束性の原理と憲法問題
　カナダ最高裁は、これまで、憲法判断に関する先例拘束性の原理につ
いて、他の法分野と明確に区別された対応を示したことはない。しかし、
制定法やコモン・ローの解釈と比較して、人権憲章に関する先例拘束性
の原理については、異なる配慮がされていることも指摘されている48。
　憲法問題に関する事案においては、他の法分野に関する事案と比較し
て、より柔軟な先例変更を認めるべきかどうかについては議論がある49。
肯定説は、①憲法以外の分野に関する裁判所の判断は、立法府が法改正
により変更することができるが、憲法に関する裁判所の判断を変えるた
めには、困難な憲法改正を行う必要があり、そのため、裁判所が憲法を
新しい社会的または経済的な要請に対応させるより多くの必要性があ
る、②人権憲章 １ 条の審査においては、裁判所が、法の目的や背景を確
定するために立法事実や社会的事実を精査しなければならず、先例の有
効性は、同様の立法事実や社会的事実が存在する場合に限られるため、
人権憲章に関する垂直的先例拘束性の原理は、水平的先例拘束性の原理
と同様に、先例は厳格に拘束性があるものと考えるのではなく、先例を
覆すべきやむにやまれざる理由がない場合に従われなければならないと

46 Rowe & Katz, supra note 30 at 15-16.
47 Hogg & Wright, supra note 4 at 8-32. See Rowe & Katz, supra note 30 at 14, 
Sharpe, supra note 29 at 165-167.
48 Rowe & Katz, supra note 30 at 16.
49 Hogg & Wright, supra note 4 at 8-30.
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考えるべきである等を主張する50。それに対し否定説は、（ⅰ）法の安定
性は憲法問題においても同様の重要性をもつ、（ii）先例を頻繁に変更す
ることは、憲法に含意されている恒久性（permanence）というイメー
ジと一致しない等と主張する51。
　カナダ最高裁は、近年、人権憲章に関する事案において、垂直的先例
拘束性の原理に対し、幾分、柔軟な対応をしているが、カナダでは、憲
法問題に関して、異なる先例拘束性の原理があるわけではないと理解さ
れている52。

３ 　水平的先例拘束性の原理
（ １ ）概要
　カナダでは、水平的先例拘束性の原理が適用され、同じ裁判所の判断
に従うべきではないと考えられるやむにやまれざる理由がない場合、裁
判所は同じ裁判所の判断に従うべきで、当該理由がある場合、裁判所は
同じ裁判所の判断を、区別しまたは変更することができる53。
　水平的先例拘束性の原理のルールは、裁判所がおかれた位置づけに
よって幾分変化する54。そのため、以下では、事実審裁判所、中間的上
訴裁判所、カナダ最高裁を区別して概説する。

（ ２ ）事実審裁判所
　事実審裁判官は、通常、やむにやまれざる理由がない限り、同じ裁判
所の他の裁判官が示した判断に従う。その根拠は、裁判所の礼譲、確実
性、当事者の信頼利益の保護である55。しかし、より実際上の理由は、
もし同僚裁判官の判断に従わなかったら、法が不安定となり、同じ裁判
所から出され、そのため同じ法的重要性をもつ異なる意見に基づいた不

50 Rowe & Katz, supra note 30 at 16-17.
51 Rowe & Katz, supra note 30 at 17.
52 Rowe & Katz, supra note 30 at 17.
53 Rowe & Katz, supra note 30 at 17.
54 Rowe & Katz, supra note 30 at 17, Sharpe, supra note 29 at 154.
55 Rowe & Katz, supra note 30 at 18.
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都合な訴訟が提起されるからである56。
　2022年Sullivan判決は、①裁判所は、裁判所の礼譲の原理と水平的先
例拘束性の原理によって、同一州内の同じ裁判所の拘束力がある先例に
従うことが求められている、②以前の判断は、事実に基づいて事案を区
別することができる場合、裁判所が以前の判断の存在を知ることができ
る実際上の方法がない場合、拘束力をもたないかもしれない、③以前の
判断に拘束力がある場合、事実審裁判所は、Spruce Mills判決が示す １
つまたはそれ以上の例外に該当する場合においてのみ、先例と異なる判
断を示すことが許される（para. 86.）、④事実審裁判官が、同じ裁判所
の判断に従わなくてもよい ３ つの例外は、（ⅰ）以前の判断が示した理
由付けがその後の上訴裁判所の判断によって弱められた場合、（ⅱ）以
前の判断に過失がある場合、（iii）以前の判断が十分な考慮を欠く場合
である、と説示した（paras. 75-79.）57。
　先例とみなされるためには事実審裁判官の判断の性質が重要である。
十分な議論を経て、将来の指針を示すことを明らかに意図した十分に注
意深く考慮した判断であれば、確実性と予測可能性は、当該判断に従う
ことを支持する58。
　しかし、水平的先例拘束性の原理においても、事実審裁判官が同僚の
判断と異なる判断をする余地を残すべき説得力のある理由がある。事実
審裁判官の仕事は、個別具体的な事案における事実を認定し、正義の要
請に集中することである。事実審裁判官の最も重要で第一義的な責務は、
法を安定させることではなく、目前の事案の詳細に集中することである。
もし事実審裁判官に対して同僚の判断に従うことを厳密に要請した場
合、それは不適切な硬直性をもたらし、その結果コモン・ローの活力を
削ぐことになる59。それに加えて、事実審裁判官は、水平的先例拘束性
の原理に従いつつも、事案を区別したり、先例に従わない適切な理由を
見つけ出すことができる余地をもっていることも、水平的先例拘束性の

56 Sharpe, supra note 29 at 154-155.
57 See Rowe & Katz, supra note 30 at 18-19, Sharpe, supra note 29 at 154.
58 Sharpe, supra note 29 at 155.
59 Sharpe, supra note 29 at 155.
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原理の例外を認める理由となりうる60。

（ ３ ）中間的上訴裁判所
　州の最上級裁判所である上訴裁判所のような中間的上訴裁判所には事
実審裁判所とは異なる考慮が必要となる。中間的上訴裁判所は、自身の
過去の判断を拘束力のあるものとして扱い、通常は、自身の過去の判断
と異なる判断を下すことはない。このことは中間的上訴裁判所の機能か
ら導かれる。中間的上訴裁判所は、事案の再審理は行わず、管理的
（supervisory）な法的機能を行使する。すなわち、州の上訴裁判所は、
事実審裁判所の仕事を監視し、法的な誤りを正す義務を負っている。ま
た、カナダ最高裁への上訴はかなり限定されているため、ほとんどの事
案に関して州の上訴裁判所が最終審となる。上訴裁判所は、特定の事案
の結論の妥当性に関心をもつが、当該裁判所の妥当な結論を導く能力は、
法に対して一般的な指針を示す同裁判所の義務によってやむを得ず抑制
されることがある。もし、結果の妥当性を求めることが、適用される法
の明瞭性（clarity）と一貫性を不当に害するものであるならば、後者の
要請が優先されなければならない。上訴裁判官は、必然的に、法制度の
全体的な完全性（integrity）を重視しなければならない61。
　もっとも、過去の判断に従う義務は絶対的なものではなく、過去の判
断が覆されるべき場合があることは、現在、多くの上訴裁判所が認めて
いる。一般的には、過去の判断に従うことによってもたらされる不正義
が、安定性と確実性からもたらされる正義を超える場合、上訴裁判所は、
自身の過去の判断を覆すことができる62。しかし、中間的上訴裁判所ご
とに、過去の判断と異なる判断をすることが許される基準は異なる63。
　オンタリオ州と他の多くの州の中間的上訴裁判所の実務では、通常行
われる ３ 人の合議体ではなく、 ５ 人の合議体でなければ自身の過去の判

60 Rowe & Katz, supra note 30 at 19.
61 Sharpe, supra note 29 at 155-156, Rowe & Katz, supra note 30 at 19.
62 Sharpe, supra note 29 at 156.
63 Rowe & Katz, supra note 30 at 20.
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断を覆すことはできない64。
　カナダ最高裁と比較して、州の上訴裁判所がより厳格な水平的先例拘
束性の原理を採用することには十分な理由がある。州の上訴裁判所の判
断を覆す必要がある場合、カナダ最高裁がその役割を果たすことができ、
また、カナダ最高裁は、異なる観点から多様な意見を聞くこともできる。
最上級裁判所を設置することの主要な目的は、当該裁判所が、最も困難
で異論の多い法的争点に集中し、国全体に対して一般的指針を示すこと
である65。
　カナダ最高裁は、自身の先例と異なる判断をする用意があるが、州の
上訴裁判所が自身の判断と異なる判断を示す前に、十分に慎重であるべ
きであるという命題を変更することはなにも述べていない。しかし、カ
ナダ最高裁が自身の先例を再考することにより積極的であると同様に、
州の上訴裁判所も同様の傾向があることが指摘されている66。

（ ４ ）カナダ最高裁
　カナダの最上級裁判所としてのカナダ最高裁は、水平的先例拘束性の
原理に対して、下級裁判所とは異なる対応をしている67。
　カナダ最高裁は、19世紀初め、厳格な先例拘束性の原理を採用してい
た。しかし、そのような先例に絶対的に従うやり方は、実行不可能であ
ることが明らかとなった68。カナダ最高裁は、1950年代後半に、自身の
過去の判断を覆す可能性を認めたが、どのような場合にそれが適切であ
るのかについて当初ほとんど指針を示さなかった。この点、カナダ最高
裁は、「やむにやまれざる理由」がある場合においてのみ先例を覆すと
一貫して説示してきたが、次第に先例を覆す頻度が増し、その傾向は特
に人権憲章に関する事案でみられる69。

64 Sharpe, supra note 29 at 157, Rowe & Katz, supra note 30 at 21.
65 Sharpe, supra note 29 at 157.
66 Sharpe, supra note 29 at 157-158.
67 Rowe & Katz, supra note 30 at 21.
68 Sharpe, supra note 29 at 159.
69 Sharpe, supra note 29 at 160.  See Hogg & Wright, supra note 4 at 8-27－
8-28.
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　弁護士、トロント大学ロースクール教授の経歴をもつオンタリオ州上
訴裁判所のSharpe裁判官は、カナダ最高裁が先例拘束性を厳格に考え
る立場から、少しずつではあるが確実に、法の再編に積極的な立場へと
変化したことを ３ 段階の発展として説明する70。第 １ 段階は、1950年代
後半から1980年代にかけての時期で、カナダ最高裁は、先例を覆すこと
が可能であることは承認したが、実際に先例を覆すことはほとんどなく、
先例を覆した場合でも、その理由は何もまたはほとんど説明していない。
　第 ２ 段階は、1990年代後半からで、カナダ最高裁が、先例を覆すこと
が適切と考える複数の要素を、網羅的ではない形で示した。これらの要
素は、正確性と確実性という ２ つの重要な価値の調整を反映している。
すなわち、①先例が人権憲章の諸価値と調和しない場合またはそれらを
反映していない場合（先例拘束性というコモン・ローの原理は、憲法よ
り下位に位置づけられ、先例拘束性の原理は、裁判所が違憲の法を合憲
とすることを要請することはできない）、②先例の権威がその後の判断
によって弱められた場合、③先例の基礎をなす社会的、政治的、経済的
想定がもはや妥当しない場合（この要素は人権憲章に関する違憲審査で
は重要な要素となっている）、④先例が人々の行動の指針となる内容を
伴った実行可能なルールや基準を明確に示していない場合（そのような
先例に従っても不確実性が増し、予測可能性の名の下で当該先例を覆し
た方がより適切である場合）、カナダ最高裁は先例を覆す可能性があり、
逆に、⑤個人の権利や刑事法に関する分野では、先例変更の効果が、刑
事責任の範囲を拡大し、または、個人の自由をより多く制限する場合、
カナダ最高裁は通常そのような先例変更は行わない（逆に、過去の判断
が自由をより多く制限している場合、当該判断を覆すことに対する抵抗
はより少なくなる。）71。これらの ５ つの要素のなかには、後の裁判所が
先例を誤りと考えた場合に先例を覆すことを認めるものは含まれていな
い。それを認めると先例拘束性の原理が消滅する可能性がある72。

70 Sharpe, supra note 29 at 161-165.
71 Sharpe, supra note 29 at 161-163.　これら ５ つの要素は Rowe & Katz, supra 
note 30 at 23-24. でも指摘されている。
72 Sharpe, supra note 29 at 163.
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　現在は第 ３ 段階で、特に人権憲章に関する事案において、裁判官が同
意できない先例と異なる判断をすることにカナダ最高裁が積極的になり
つつある。Sharpe裁判官は、この積極性に対する変化を、カナダ最高
裁の役割が ３ 段階で変化したことによって説明する。すなわち、第 １ に、
1975年の法改正で、権利としての上訴が多く廃止され、上訴許可制が採
用されたことにより、カナダ最高裁は自身の仕事量をコントロールする
権限を付与された。現在、カナダ最高裁は、下級裁判所の誤った判断を
訂正する機能を行使せず、全国的な重要性のある、年間約80件の上訴事
件のみを審理している。そのため、現在のカナダ最高裁の主要な機能は、
法の発展を統括し、全国的な重要性のある争点に指針を与えることであ
る。第 ２ に、1982年に人権憲章が制定され、カナダ法の基本構造が大き
く変化した結果、カナダ最高裁には重要な法を作る機能（law-making 
function）が加わった。この新機能は、先例の再検討を必然的に要請する。
第 ３ に、人権憲章が制定されて約40が経過した現在、カナダ最高裁は、
人権憲章制定前の判断の再検討を求められるだけではなく、人権憲章に
関する自身の初期の先例を再検討する必要性に迫られ、実際に判例変更
が行われている。人権憲章に関する事案においては、妥当な判断を下す
ことが主要な考慮要素となり、過去において重視されていた確実性と予
測可能性は、徐々に後退している73。
　現在、カナダ最高裁は、①特に、先例が長年にわたり一貫して作り上
げられた場合、または、安定した多数意見による熟慮の末の判断を示す
場合、自身の先例を安易に変更しないし、変更すべきではない、②判例
変更すべきかどうかを判断する場合、正確性と確実性との均衡を図る必
要がある74、③カナダ最高裁は多くの事案において自身の先例を変更し
てきが、先例変更する場合、先例は間違いであり、変更すべきであると
いうやむにやまれざる（compelling）理由に基づく必要がある75、とする

73 Sharpe, supra note 29 at 163-165.
74 R. v. Nur, [2015] 1 S.C.R. 773 at para. 59.　McLachlin 長官による ６ 人の裁判
官の多数意見。
75 Canada v. Craig, [2012] 2 S.C.R. 489 at para. 25.  Rothstein 裁判官による全員
一致の意見。



カナダにおける違憲宣言判決の効力

北法76（5・58）826

立場をとっている。
　このことに関連して、有力学説は、2013年Bedford判決76まで、カナ
ダ最高裁は、憲法に関する先例はその他の事件の先例と異なることを明
示的に示したことはないが、同裁判所は、時として先例を明示的に変更
せずに、実際にはしばしば憲法原理に関する考えを変更し、また、かな
りの数の憲法に関する先例を明示的に変更したことを指摘する77。

４ 　小括
　Sharpe裁判官は、①カナダ法は、確実性を重視する立場から離れ、
次第に、個々の事案において妥当な結果を確保することを目指すより柔
軟で一般的な原理を重視する方向へ向かっていると考えられる、②先例
の扱いに関しても同様のことが妥当し、先例に従うことは今でも原則で
はあるが、現代のカナダの裁判所、特にカナダ最高裁は、先例に従うべ
きであるという主張を弱め、着実に結果妥当性を求める方向へ向かって
いる、と指摘する78。

Ⅲ　違憲宣言判決の効力

１ 　2022年 Sullivan 判決以前のカナダ最高裁の判例
　宣言的判決（declaration）は、法的状態に関する宣言をする救済方法
であり、被告に対して何かをすることを実際に命じるものではない。し
かし、政府が人権憲章上の義務を果たしていないという宣言は、ほとん
ど例外なく従われるため、宣言的判決は、通常、有効な救済方法と考え
られている79。
　宣言的判決は、立法の無効性について、または、個人の権利について、
出されることがある。立法の違憲宣言判決は、立法が憲法に違反してい
ることを認定するが、違憲状態の解消方法は政府や立法府に委ねてい

76 Canada (Attorney General) v. Bedford, supra note 12.
77 Hogg & Wright, supra note 4 at 8-31.
78 Sharpe, supra note 29 at 147.
79 Hogg & Wright, supra note 4 at 40-60－40-61.
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る80。
　以下では、違憲宣言判決の効力に関するカナダ最高裁の代表的な判例
を取り上げる。

（ １ �）2003年 Nova Scotia (Workers’ Compensation Board) v. Martin
判決81

　2003年Martin判決では、行政審判所が違憲審査権を有するか否かが争
われ、Gonthier裁判官による全員一致の意見は、行政審判所が、問題の
条項の憲法上の有効性を判断し、違憲と判断された条項の適用を拒否す
ることを認める以下の理由をあげる（para. 27.）。
　第 １ に、①1982年憲法52条 １ 項のもと、憲法は、「カナダの最高法規
であって、憲法の規定に反するいかなる法も、その抵触する範囲におい
て効力を有しない」、②人権憲章に違反する立法の条項の無効性
（invalidity）は、裁判所によってその無効性が宣言されたという事実
から発生するのではなく、1982年憲法52条 １ 項の作用（operation）か
ら発生する、③したがって、原則として、当該違憲の条項は、それが制
定された時から無効であり、その旨の裁判所の宣言は、当該条項によっ
て不利な影響を受けた者を保護するための複数の救済のうちの １ つであ
る、④1982年憲法52条 １ 項があるため、憲法上の有効性の問題はすべて
の立法に内在する、⑤裁判所が無効の法を適用することは許されず、同
じ義務は、国の行政機関を含む、政府のすべての部門等にも課される、
⑥すべての政府職員が適用すべきすべての条項の憲法上の有効性を判断
すべきことにはならないが、当該政府職員が、問題の条項に関する法律
問題を判断する権限を付与されている場合、当該権限は、通常、当該条
項の憲法上の有効性を評価することを含む、⑦当該条項の憲法適合性の
問題は、当該条項が有効か否か、当該条項をその内容のまま解釈し適用
すべきか、それを無視すべきかを判断するため、最も重要な法律問題で
ある（para. 28.）（下線は筆者）。

80 A. K. Lokan & M. Fenrick, Constitutional Litigation in Canada, loose-leaf 
(Carswell, 2006) at 6-19－6-21.
81 Nova Scotia (Workers’ Compensation Board) v. Martin, supra note 22.
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　第二に、⑧行政審判所による事実認定や記録の収集と、憲法上の争い
によって提起されたさまざまな争点に関する専門家の見解は、後から当
該憲法上の争点について判断する裁判所にとって、しばしば、非常に重
要である（para. 30.）。
　第三に、⑨行政審判所による憲法解釈の間違いは、常に、上位裁判所
によって完全に審査されうる、⑩行政審判所が与えることができる憲法
上の救済方法は限定されており、それには無効性の一般的な宣言は含ま
れておらず、行政審判所による、制定法の条項が人権憲章に違反して無
効である旨の判断は、行政審判所に関する行政組織内外の、将来の判断
者を拘束しない、⑪裁判所による正式な無効性の宣言を得た場合におい
てのみ、訴訟当事者は、将来のすべての事案において当該条項の一般的
な無効性を立証しうる、⑫したがって、行政審判所に人権憲章に関する
争点の判断を認めることは、カナダにおける合憲性の最終的判断者とし
ての裁判所の役割を阻害しない（para. 31.）（下線は筆者）。
　学説は、上記⑪の説示部分82が、裁判所による違憲宣言判決の特徴で
あると指摘する83。

（ ２ ）2008年 R. v. Ferguson 判決84

　2008年Ferguson判決では、刑法における強制的な最短懲役期間の規
定が人権憲章12条85に違反する場合、人権憲章24条 １ 項86に基づく憲法
上の適用除外の救済を得ることができるか否かが主要な争点であった。
McLachlin長官による全員一致の意見は、①憲法上の適用除外は、人権

82 カナダ最高裁は､ Okwuobi v. Lester B. Pearson School Board; Casimir v. 
Quebec (Attorney General); Zorrilla v. Quebec (Attorney General), [2005] 1 
S.C.R. 257 at para. 44. においても、この説示部分を引用する。
83 Lokan & Fenrick, supra note 80 at 6-20.
84 R. v. Ferguson, supra note 15.
85 12条：何人も、残虐かつ異常な処遇または刑罰を受けることのない権利を
有する。
86 24条 １ 項：何人も、この憲章で保障する権利もしくは自由を侵害または否
定された場合、管轄権を有する裁判所に対し、裁判所が事情に応じて適正かつ
正当であると認める救済を求めることができる。
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憲章12条違反に対する適切な救済ではない（paras. 2, 13.）、②人権憲章
24条 １ 項と1982年憲法52条 １ 項が、人権憲章違反に対する救済を規定す
る、③人権憲章24条 １ 項は、人権憲章違反に対する適切な救済に関する
広い裁量を裁判官に認めるが、同項は、一般に、その合憲性が争われて
いない制度の下で行われた、政府職員の違憲な行為に対して、事案ごと
の救済を認める規定と理解されてきた、④1982年憲法52条 １ 項は、裁判
官に対して裁量を認めておらず、当該規定は、明確に、人権憲章に違反
する法は、その抵触する範囲において効力を有しない、と規定する、⑤
訴訟当事者が法は人権憲章に違反すると主張し、裁判所が当該法を違憲
と判断または宣言した場合、1982年憲法52条 １ 項の効力（effect）により、
当該法は無効（null and void）となる。このことは一般に、裁判所が、
当該法を「取り除く（striking down）」と表現される。実際（in fact）、
裁判所が法を取り除く場合、当該法は、1982年憲法52条 １ 項の作用
（operation）で、機能しなくなる（failed）（上記②～⑤は、para. 35.）、
⑥人権憲章12条に違反して残虐かつ異常な刑罰を科す刑法の規定に対す
る通常の救済は、1982年憲法52条 １ 項に基づく、当該法を無効とする宣
言である（para. 36.）、⑦1982年憲法52条 １ 項の命令的な文言の存在は、
違憲の法は、裁量的な、事案ごとの救済に服することを条件に法令集に
残る（left on the books）のではなく、違憲の範囲内でその効力を奪わ
れる、という人権憲章制定者の意図を示唆している、⑧本件のように、
分離の手法や合憲補充解釈が使用できない場合、違憲の条項は取り除か
れ（struck down）なければならない。ボールは、連邦議会に投げ返され、
連邦議会がそう判断すれば、当該法を修正することになり、その結果、
当該法はそれ以上違憲の効果を発生させないこととなる、⑨法が違憲で
ある限度で、当該法は、裁判所に提起された事案において適用不能
（inapplicable）となるのみではない。当該法は、無効（null and void）
となり、実質的に（effectively）、法冷集（the statute books）から削除
（remove）される（上記⑦～⑨は、para. 65.）と説示する（下線は筆者）。

（ ３ ）カナダ最高裁判例の一般的な理解
　カナダ司法省の憲法、行政法、国際法部門の弁護士であるMarcotte
氏は、カナダ最高裁判例を、①無効性の正式な宣言は、1982年憲法52条
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１ 項の効果を発動させ、問題の制定法は法令集から削除される、②1982
年憲法52条 １ 項の効果が発動するためには、固有の管轄権を有する裁判
所または制定法上の権限を有する裁判所の無効性の正式な宣言が必要で
ある、③固有の管轄権または制定法上の権限を有する裁判所の無効性の
正式な宣言と下位裁判所や行政審判所による憲法判断は異なり、後者の
判断は当事者に対する法的効力しかもたない、④無効性の正式な宣言は
対物判決（judgments in rem）と性格づけられ、例外的な対世的効力の
理論的な根拠を提供する、とまとめ、このような最高裁の立場に対する
支持が多いことを指摘する87。

２ 　2022年 Sullivan 判決以前の学説
（ １ ）Hogg 教授の立場
　Hogg教授による代表的な憲法の教科書は、①憲法の最高法規性を規
定する1982年憲法52条 １ 項は、1982年に制定されたものであるが、ここ
には常にカナダ憲法の一部を構成してきた原理が示されている、②憲法
により与えられた権限を越えて制定された法（law）は、権限踰越（ultra 
vires）、無効（invalid）、無効（void）、無効（nullity）である、③違憲
の法は、法ではなく、それが制定されていなかったと同じように効力が
無い（inoperative）、④裁判所が法を違憲と判示した場合、当該法の無
効性（invalidity）は、裁判所が当該法を違憲と宣言した事実から発生
するのではなく、1982年憲法52条 １ 項の作用（operation）から発生する、
⑤一般原則として、違憲の法はそれが制定された時から無効（invalid）
である、⑥法が違憲であるという裁判所の判断は、法を最初から（from 
the outset）無効（nullification）にするという意味で遡及する、⑦カナ
ダ最高裁が法を違憲と判示すれば、当該法の地位に疑問の余地はなく、
当該法は無効（invalid）で、それに従う義務はない、⑧下級裁判所の違
憲判断が、上訴裁判所で覆される可能性はあり、その場合、当該法は常
に合憲であったということになるため、下級裁判所の違憲判決に依拠し
て当該違憲と判断された法に従うことを拒否した者は、上級審で違憲の

87 Alexandre Marcotte, “A Question of Law: (Formal) Declarations of 
Invalidity and the Doctrine of Stare Decisis” (2021) 42 NJCL 1 at 15-16.
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判断が覆される危険をおかすことになる、と説明する88。
　この説明からすると、少なくともカナダ最高裁が法を違憲と判断すれ
ば、当該法は違憲無効となり、何人もそれに従う義務がないこととなり、
カナダ最高裁の違憲判決にいわゆる一般的効力があるように読める。し
かし、その根拠、一般的効力の性質等は必ずしも明らかではなかった。

（ ２ ） ２ つの異なる立場
　2022年にSullivan判決が出される前、1982年憲法52条 １ 項に基づく違
憲宣言判決の法的効力に関し、 ２ つの異なる見解が存在していた。 １ つ
は、違憲宣言判決は、対物判決であり、それが確定すれば、違憲の条文
を法令集から削除し、その判断はすべての人に対する効力をもつ、とい
う立場で、もう １ つは、違憲宣言判決の効力は、通常の先例拘束性の原
理のルールが規律し、同じレベルの裁判所の判断は、厳格な拘束力はな
いが、安易にそれと異なる判断をすることは許されない、という理解で
ある89。
　 ４ 人の弁護士等は、①当事者、事案、救済方法に対する管轄権を有す
る上位裁判所による違憲宣言は、世界全体（against the world at large）
に対する拘束力（binding force）を有する、②州の上位裁判所による違
憲宣言は、当該州内のみならず、カナダ全土に適用され、当事者を超え
てすべてのカナダ人に作用する（affecting）90、③このことは、カナダ憲
法の最高法規規定である1982年憲法52条 １ 項の文言、文脈、歴史から、
また、公法の事案における宣言的救済の性質から発生する、④先例拘束
性の原理、既判事項、上位裁判所の領域上の限界は、人々の注意をそら
せるものである、⑤違憲宣言は、それが確定した場合、このような一般

88 P. W. Hogg, Constitutional Law of Canada, vol. 2, 5th ed. Supplemented 
(Carswell, 2007) at 58-1－58-4.3.　これは Hogg 教授が亡くなられる前の教科
書の記述である｡
89 See Marcotte, supra note 87 at 1. See also Hogg & Wright, supra note 4 at 
58-4.
90 Mark Mancini, "Declarations of Invalidity in Superior Courts" (2019) 28:3 
Const F 31 at 35. は、州の上位裁判所による違憲宣言は、当該州内にのみ拘束
力を有すると主張する。
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的な効力（universal effect）を有する、と主張する91。
　それに対し、カナダ司法省の憲法、行政法、国際法部門のMarcotte
弁護士は、州の上位裁判所の裁判官による正式な違憲宣言が違憲とされ
た規定を法令集から消滅させる効力をもつという見解を支持するカナダ
最高裁判例がほとんどないこと、裁判所の固有の管轄権を求める理屈は、
州の上位裁判所が正式に制定法を無効と宣言する権限を有することを説
明できていないこと等を理由に、上記Ⅲ １ （ ３ ）で示したカナダ最高裁
の立場を批判する92。そして、Marcotte氏は、（ⅰ）1982年憲法52条 １ 項
に基づく無効性の宣言は、法律問題の判断であり、それに対しては、先
例拘束性の原理の通常のルールが妥当する、（ⅱ）上位裁判所による無
効性の宣言は、それが明らかに誤りであることが示されない限り、拘束
力を有する、（ⅲ）憲法上の無効の宣言には、裁判所が法令集を書き換
える不可思議な特性はない、（ⅳ）附随的違憲審査制においては、無効
性の宣言判決は、先例拘束性の原理の結果、対世効（erga omnes 
effect）を有する、（ⅴ）裁判所は、立法機関とは異なり、法を法令集か
ら取り除く権限を有しない、（ⅵ）裁判所ができることは、以後の事案
において裁判所がどのように判断するのかを表示し、政府や立法府が裁
判所の判断に従って統治することに期待することである、（ⅶ）政府は、
法の支配の下、憲法を含む法に従い行動する重要な義務を負うため、無
効性の宣言の法的効力は先例拘束性の原理のルールが規律するという結
論は、無効性の宣言を無視することを政府に許すわけではない、と結論
づける93。

３ 　2022年 Sullivan 判決以後の学説
　Hogg教授による代表的な憲法の教科書のWright教授による補訂版
は、Sullivan判決の内容を踏まえて、以下のように説明する。すなわち、
①憲法の最高法規性を規定する1982年憲法52条 １ 項は、1982年に制定さ
れたものであるが、ここには常にカナダ憲法の一部を構成してきた原理

91 Daly et al, supra note 2 at 26, 60-61.
92 Marcotte, supra note 87 at 16-21.
93 Marcotte, supra note 87 at 21-24.



論　　　説

北法76（5・65）833

が示されている、②1982年憲法52条 １ 項により、法を違憲とする拘束力
のある裁判所の判断の効力は、当該法を無効（invalid）で、効力を有し
ない（of no force or effect）ものとする、③違憲の法は、法ではなく、
それが制定されていなかったと同じように効力が無い（inoperative）、
④原則として、違憲の法の無効性は、裁判所が当該法を違憲と宣言した
事実から発生するのではなく、1982年憲法52条 １ 項の作用（operation）
から発生する、⑤しかし、同条項は自己強制力（self-enforcing）のあ
る条文ではなく、その条文に効力が付与される必要があり、1982年憲法
52条 １ 項が違憲の法を無効（invalid）で効力がないもの（of no force or 
effect）とするためには、司法権の行使が必要とされる、⑥裁判所や学
説は、制定法を違憲とする拘束力のある裁判所の判断の効力を説明する
際に、取り除く（strike down）という文言をしばしば使うが、この文
言は、比喩的なものと理解されるべきで、文字通りに理解されるべきで
はない、⑦ある制定法が憲法に抵触し、無効（invalid）で効力がない（of 
no force or effect）と裁判所が認定した場合、当該制定法は、立法府が
必要な廃止または改正の手続きをとるまでは、法令集に残る、⑧裁判所
は、違憲と判断した制定法を法令集から削除する権限を全く有していな
い、⑨しかしながら、制定法を違憲とする拘束力のある裁判所の判断の
効力は、あたかも、当該制定法を法令集から削除するかのようなもので
あり、その結果、制定法を違憲とする裁判所の判断に拘束される裁判所
におけるいかなる訴訟も、当該制定法が存在しないものとして判断され
なければならないことになる、⑩法を違憲とする裁判所の判断は、二種
類の効力を有する：（ⅰ）違憲判断を示した特定の裁判所における特定
の訴訟に対する即時的効力（immediate effect）と、（ⅱ）当該違憲判断
に拘束される他の裁判所に対する将来的効力（future effect）である、
⑪裁判所が法を違憲と判示した場合（で無効性の一時的停止判決でない
場合）、即時的効力は、判決を出した特定の裁判所における特定の訴訟
との関係では、当該法は1982年憲法52条 １ 項の下で無効（invalid）で効
力がなく（of no force or effect）、当該訴訟は、当該法があたかも存在
しないかのように裁判所によって判断される、⑫Sullivan判決で、カナ
ダ最高裁は、法を違憲とする裁判所の判断の将来的効力は、先例拘束性
の原理の通常のルールによって決まると説示した、⑬したがって、法を



カナダにおける違憲宣言判決の効力

北法76（5・66）834

違憲とするカナダ最高裁の判断は、法を違憲とする下級裁判所の判断と
比較して、質的に異なる効力を有するが、それは垂直的先例拘束性の原
理に基づいている、⑭Sullivan判決の結果、連邦法を違憲とする １ つの
州の上位裁判所または上訴裁判所の判断は、たとえその判断が説得的で
あっても、将来の事案において、他の州の上位裁判所または上訴裁判所
を拘束することはない、⑮ １ つの州内の裁判所の上下関係に従うと、法
が違憲であるとするより上級の裁判所の判断は、将来の事案において、
より下級の裁判所を拘束するが、それは、垂直的先例拘束性の原理に関
する通常のルールの範囲内においてであり、また、より下級の裁判所に
よる法を違憲とする判断は、将来の事案において、同じ裁判所を拘束す
るが、それは、水平的先例拘束性の原理の通常のルールの範囲内におい
てである、⑯一般原則として、法を違憲とする裁判所の拘束力のある判
断の効力は、違憲の法はそれが制定された時から無効（invalid）であり、
法が違憲であるという裁判所の拘束力のある判断は、法を最初から
（from the outset）無効（nullification）にするという意味で遡及する、
⑰カナダ最高裁が法を違憲と判示すれば、当該法の地位に疑問の余地は
なく、当該法は1982年憲法52条 １ 項の下で無効（invalid）で効力を有し
ないため、それに従う義務はない、⑱下級裁判所の違憲判断が、上訴審
で覆される可能性はあり、その場合、当該法は常に合憲であったという
ことになるため、下級裁判所の違憲判決に依拠して当該違憲と判断され
た法に従うことを拒否した者は、上級審で違憲の判断が覆される危険を
おかすことになる94。

Ⅳ　検討

１ 　2022年 Sullivan 判決とカナダ最高裁の関連判決の要点
　2022年Sullivan判決からは、次のことを指摘することができる。
　第 １ に、違憲審査権を行使する裁判所の権限について、①違憲審査権
の行使は通常の司法権の行使であり、司法権以外の特別の権限の行使で
はない、②すべての裁判所には、制定法の文言を書き換え、または、違

94 Hogg & Wright, supra note 4 at 58-2－58-13.
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憲と判断された制定法を法令集から削除する権限はなく、当該権限は立
法府のみが有する、③裁判所が、制定法の全部または一部を無効と宣言
したり、合憲限定解釈や合憲補充解釈を行う場合、裁判所は、制定法の
文言を削除したり、憲法に適合するように修正するのではなく、制定法
の文言で表現された法的ルールを憲法に適合するように修正している、
④1982年憲法52条 １ 項に基づいて法の効力を失わせるためには、法を違
憲と宣言する司法権の行使が必要である。
　第 ２ に、カナダ最高裁による違憲宣言判決の効力について、⑤訴訟当
事者に対する個別的効力に加えて、カナダ全土に及ぶ一般的効力をもつ
が、それは、先例拘束性の原理に関する通常のルールに従った先例とし
ての拘束力である、⑥より具体的には、カナダ最高裁による違憲宣言判
決は、（ⅰ）厳格度が一定程度緩和された水平的先例拘束性の原理によ
りカナダ最高裁自身によって原則従われ、（ⅱ）比較的厳格な垂直的先
例拘束性の原理により下級裁判所によっても従われるため、（ⅲ）カナ
ダ最高裁により違憲と宣言された法は、形式的には法令集に残るが、実
質的には効力が無いため、裁判所は当該法を適用することができなくな
る。
　第 ３ に、州の上位裁判所による違憲宣言判決の効力は、⑦訴訟当事者
に対する個別的効力に加えて、原則当該州内にのみ及ぶ限定的な一般的
効力をもつが、それは、先例拘束性の原理に関する通常のルールに従っ
た先例としての拘束力である、⑧より具体的には、上位裁判所の裁判官
は、水平的先例拘束性の原理に基づいて、原則先例に従わなければなら
ず、同一州内の同じレベルの裁判所が示した先例は、水平的先例拘束性
の原理の例外が証明されない限り拘束力があり、また、いかなる裁判所
の憲法に関する判断も、垂直的先例拘束性の原理によってそれよりも下
級の裁判所を拘束する、⑨ １ つの州の上位裁判所による違憲宣言は、他
の州の裁判所に対する拘束力はもたないが、それに説得力があれば、他
の州の裁判所でも従われるかもしれない。
　Sullivan判決によると、カナダ最高裁が法を違憲と判断しても、当該
法は形式的には法令集に残る。そして、当該法の違憲性をどのように解
消するのかについては、2003年Martin判決と2008年Ferguson判決が以
下のように説示する。すなわち、⑩裁判所が無効の法を適用することは
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許されず、同じ義務は、国の行政機関を含む、政府のすべての部門等に
も課される（Martin判決 para. 28.）、⑪当該法の違憲性をどのように解
消するのかの判断は立法府に委ねられるが、立法府の判断で、違憲と判
断された法の違憲性を解消するために当該法を修正等すれば、当該法は
憲法に適合する有効な法とみなされる（Ferguson判決 para.65.）。

２ 　検討
　上記 １ の②、③は、司法権と立法権とを区別する権力分立の考えと整
合的であると評価できよう。また、上記 １ の①、④～⑧は、通常の司法
裁判所が違憲審査権を行使するいわゆる附随的違憲審査制度により親和
的であることが指摘されている95。そうであるならば、これらの内容は、
カナダの違憲審査制度が、付随的違憲審査制度と抽象的違憲審査制度の
両方の要素を含んだ中間的な性格を有しつつも、付随的違憲審査制度を
主要なものと位置づけていること96とも整合的である。さらに、上記 １
の⑩、⑪は、違憲審査を裁判所と立法府との対話と位置づける対話理
論97と親和的な考え方と言える。特に、⑩に加えて、政府は、法の支配
の下、憲法を含む法に従い行動する重要な義務を負うため、無効性の宣
言の法的効力は先例拘束性の原理のルールが規律するという結論は、無
効性の宣言を無視することを政府に許すわけではない、との理解98があ
ると、対話の実効性も十分担保されうる。
　上記 １ の⑤のように、カナダ最高裁による違憲宣言判決の効力に、訴
訟当事者に対する個別的効力に加えて、一般的効力を認めることは、カ
ナダ最高裁による違憲審査の主要な機能が単に特定当事者の私的な権利
利益の保護にとどまるものではなく、客観的憲法秩序それ自体の保障に

95 Marcotte, supra note 87 at 22.
96 佐々木雅寿『現代における違憲審査権の性格』（有斐閣、1995年）62-63頁（以
下「佐々木1995」）、佐々木雅寿「第 ６ 章カナダ」中村睦男他編『世界の人権保障』

（三省堂、2017年）124-125頁。
97 佐々木雅寿「カナダにおける裁判所と立法府の対話」法学雑誌54巻 １ 号（2007
年）15頁参照。
98 Marcotte, supra note 87 at 23.
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あることを示している99。このことは、カナダ最高裁が、客観的な憲法
秩序を維持する憲法保障機能を重視しつつも、付随的違憲審査を主要な
ものととらえ、抽象的違憲審査を副次的なものと位置づけているこ
と100、カナダでは、法令の合憲性の問題は単に私的な利害に関するもの
ではなく、社会全体の利益にかかわる問題であり、違憲審査は極めて公
的な性質を有したものと理解されていること101と深く関連していると考
えられる。
　上記 １ の⑤～⑧のように、違憲宣言判決の一般的効力の根拠を先例拘
束性の原理に求めることには、違憲宣言判決後の法改正等の立法府の実
際の対応方法や、カナダ最高裁による判例変更の頻度が徐々に増してい
ること等、現実に生じている現象を説明しやすいという機能的な理由が
あると考えられる。しかしそれに加えて、憲法上の人権保障や憲法秩序
の保障における裁判所と立法府の役割分担を明確にし、違憲宣言判決後
の立法府の役割も強調することによって、人権保障や憲法保障の役割を
裁判所が独占しているという印象を減少させて、違憲審査の民主的正当
性を補強するという実際上の効果もあるのではないかと解される。
　上記 １ の④は、違憲の法が効力をもたないことの憲法上の根拠が1982
年憲法52条 １ 項であることを改めて明確にしつつも、裁判所の違憲宣言
判決がなければ法を無効とする憲法上の効力が発生しないことを明示し
ている。これは違憲の法の効力に関する憲法上の説明である。それに対
し、上記 １ の⑤～⑧のように、違憲宣言判決の一般的効力の根拠を先例
拘束性の原理に求めることは、憲法より下位に位置づけられるコモン・
ロー上の先例拘束性の原理に基づいて、違憲宣言判決の一般的効力を説
明している。これは憲法上の説明ではないうえに、当該一般的効力の内
容が制定法によって変更される可能性もある。カナダでは、違憲審査権
は法の支配に基づいており、法の支配が違憲審査権の性格を規定してい
ると考えられている102。また、2022年Sullivan判決は、法の支配は、憲法

99 佐々木1995・前掲注（96）94頁。
100 佐々木1995・前掲注（96）62-63頁。
101 佐々木1995・前掲注（96）25-26頁。
102 佐々木1995・前掲注（96）62頁。
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上の地位をもち、人権憲章の前文にも明記され、カナダの統治制度に深
く根差していると説示する（para.64.）。そうであれば、少なくとも、カ
ナダ最高裁による、1982年憲法52条 １ 項に基づく違憲宣言判決の一般的
効力は、憲法上の原理やルールで説明する必要があると解される。その
意味で、2022年Sullivan判決による違憲宣言判決がもつ一般的効力の説
明は、不完全で、未完のものではないかと考えられる。

おわりに

　カナダにおける違憲宣言判決に一般的効力があることは広く受け入れ
られてきたが、これまでその根拠や性質は、必ずしも明らかになってい
なかった。カナダ最高裁の2022年Sullivan判決が、違憲宣言判決の一般
的効力は先例拘束性の原理に基づく先例としての拘束力であることを明
確にした。
　カナダの違憲審査権の性格は、付随的違憲審査と抽象的違憲審査の「中
間型」であり、両方の性質を含む「複合的なもの」であることはすでに
指摘されていた103。このことは、Sullivan判決が違憲宣言判決の効力に、
特定の訴訟当事者に対する個別的効力のみならず、一般的効力があるこ
とを示すことによって、改めて確認することができた。これにより、カ
ナダの違憲審査制度は、憲法裁判の入口（訴訟提起の段階）、内容（審
査の内容）のみならず、出口（違憲判決の効力）においても、「中間型」
というカナダ的な特徴があることが明らかとなった。

103 佐々木1995・前掲注（96）120頁。


